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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

1 総

認知症対応型共
同生活介護事業
所の整備に関す
る事務

第５期介護保険事業計画
に必要となる施設等につ
いて前倒し整備し、事業
者に対し必要な経費を補
助する。

事業所

定
例
定
型

整備床数 15床 72,300

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

1

認知症対応型共
同生活介護事業
所の整備に関す
る事務

施設整備に対する補
助金交付事務

整備床数 15床 72,300

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

2 総
老人福祉管理業
務（庁内共通事
務）

各種老人福祉事業を適正
に推進するため、軽自動
車２台等の管理を行う。

65歳
以上の
高齢者

定
例
定
型

987
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 点検回数/福
寿手帳部数

２回/
2700部

1,074 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

2
老人福祉管理業
務（庁内共通事
務）

各種老人福祉事業を
推進するための需用
費及び役務費の支出

軽自動車の車
検及び点検の
回数

年２回 年２回 45
各種老人福祉事業を
推進するための需用
費及び役務費の支出

軽自動車の車
検及び点検の
回数

年２回 286
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

2
老人福祉管理業
務（庁内共通事
務）

高齢者福祉に対する
関心や理解を深めて
いただくための福寿
手帳の作成

福寿手帳の作
成部数

年2,700
冊

年4,700
冊

942

高齢者福祉に対する
関心や理解を深めて
いただくための福寿
手帳の作成

福寿手帳の作
成部数

年5,000
冊

788
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

3 総
老人クラブ等助
成事業

老人クラブ活動の充実と
発展を図って、活動及び
事業に対して助成し、
もって老人福祉の向上に
寄与する。

単位老
人クラ
ブ及び
連合会

定
例
定
型

11,501
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 交付時期
平成23
年５月

11,555 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

3
老人クラブ等助
成事業

補助金交付事務（単
位老人クラブ）

交付時期
平成22
年５月

平成22
年５月

4,492
補助金交付事務（単
位老人クラブ）

交付時期
平成23
年５月

4,623
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

3
老人クラブ等助
成事業

補助金交付事務（老
人クラブ連合会）

交付時期
平成22
年５月

平成22
年５月

7,009
補助金交付事務（老
人クラブ連合会）

交付時期
平成23
年５月

6,932
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

4 総
敬老大会等慰安
事業

多年にわたり社会の発展
に寄与してきた高齢者に
敬愛の意を表し、長寿を
祝うとともに、敬老祝金
を贈呈する。

75歳
以上及
び敬老
祝金対
象者

定
例
定
型

10,761

事務事業の内容の達
成に向けて活動内容
の改善により成果が
見込める。

Ｂ ①贈呈期間
②招待者数

①８月～
１１月
②
21,600

11,506 未 高 高 中
現状維

持
なし 維持

4
敬老大会等慰安
事業

敬老大会の開催 招待者数
年
21,580
人

年
21,425
人

5,766 敬老大会の開催 招待者数
年
23,200
人

7,081
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

4
敬老大会等慰安
事業

敬老祝金の贈呈 贈呈金額
年6,260
千円

年4,995
千円

4,995 敬老祝金の贈呈 贈呈期間
H23.8～
11月末
日

4,425
不
可

必
要

済 済 無 なし 維持

5 総
シルバー人材セ
ンター補助事業

センターの活動を充実さ
せるために運営費を補助
し、就業機会の提供と高
齢者相互の交流を図る。

シル
バー人
材セン
ター

定
例
定
型

32,812
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 補助金交付時
期

４月、７
月、１０
月、翌年
１月

33,382 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

5
シルバー人材セ
ンター補助事業

シルバー人材セン
ター補助金交付

交付時期

平成22
年4、
7、10、
平成23
年1月

平成22
年4、
7、10、
平成23
年1月

32,702
シルバー人材セン
ター補助金交付

交付時期

平成23
年4、
7、10、
平成24
年1月

33,272
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

5
シルバー人材セ
ンター補助事業

県シルバー人材セン
ター負担金支出

交付時期
平成22
年５月

平成22
年５月

60
県シルバー人材セン
ター負担金支出

交付時期
平成23
年５月

60
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

5
シルバー人材セ
ンター補助事業

国シルバー人材セン
ター負担金支出

交付時期
平成22
年５月

平成22
年５月

50
国シルバー人材セン
ター負担金支出

交付時期
平成23
年５月

50
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

6 総
高齢者の生きが
いと健康づくり
推進事業

高齢者の生きがいと健康
づくり活動の推進とその
普及に資することを目的
に、各種の講座・教室を
開催する。

60歳
以上の
高齢者
及び子
ども

定
例
定
型

1,143
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 生きがい教室
の開催

年８回 1,152 未 高 高 中
現状維

持
なし 維持

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値
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第５次実施計画
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2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
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④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価
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課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

6
高齢者の生きが
いと健康づくり
推進事業

生きがい教室の開催 開催回数 年８回 年８回 781 生きがい教室の開催 開催回数 年８回 790
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

6
高齢者の生きが
いと健康づくり
推進事業

お年寄りと子どもの
世代間交流映画会の
開催

開催回数 年１回 年１回 362
お年寄りと子どもの
世代間交流映画会の
開催

開催回数 年１回 362
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

7 総
公衆浴場入浴
サービス事業

在宅の独居老人を対象
に、公衆浴場入浴券を助
成することにより、心身
の健康増進及び福祉の向
上を図る。

65歳
以上の
在宅の
単身者

政
策

6,712
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 交付枚数
年
15,000
枚

6,772 未 中 中 中
現状維

持
なし 維持

7
公衆浴場入浴
サービス事業

入浴券の交付 利用枚数
年
15,000
枚

年
14,867
枚

6,712 入浴券の交付 交付枚数
年
15,000
枚

6,772
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

8 総
生きがいふれあ
いバス運行事業

高齢者及び障害者が福祉
施設等を利用する際に、
バスを運行する。

概ね
60歳
以上の
高齢者
及び障
害者

定
例
定
型

2,882
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 運行月数 １２月 3,289 未 中 中 中
現状維

持
なし 維持

8
生きがいふれあ
いバス運行事業

高齢者及び障害者
が、老人福祉施設等
を利用する際にバス
を運行

運行台数 年５５台 年４８台 2,882

高齢者及び障害者
が、老人福祉施設等
を利用する際にバス
を運行

運行月数 １２月 3,289
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

9 総
高齢者生きがい
友の会事業

独身の高齢者が、相互の
親睦を深めるとともに、
孤独感を解消し生きがい
のある明るい日常生活を
送れるよう支援する。

概ね
60歳
以上の
独身高
齢者

定
例
定
型

1,654
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 開催回数 年12回 1,637 未 高 高 中
現状維

持
なし 維持

9
高齢者生きがい
友の会事業

毎月の交流会の運営
開催回数（施
設見学会含
む）

年１３回 年１３回 1,654 毎月の交流会の運営 開催回数 年12回 1,637
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

10 総
軽度生活援助
サービス事業

介護保険で自立と認定さ
れたが、家事援助が必要
とされる高齢者を支援す
る。

左記条
件該当

者

政
策

0

市民ニーズはあるも
のの代替となるサー
ビスが充実しつつあ
り、今後成果は見込
めない。

Ｅ ヘルパー利用
時間

６０時間 83 未 高 低 低

休・廃
止に向
けて検

討

有り
予算
なし

10
軽度生活援助
サービス事業

ホームヘルパーの派
遣

ヘルパー利用
時間

１００時
間

０時間 0
ホームヘルパーの派
遣

ヘルパー利用
時間

６０時間 83 可
不
要

更
可

可 有 有り 24

保健福祉課「地域福
祉活動支援事業」に
おける地区ボラン
ティアセンターの生
活支援に組み込むこ
とを検討

予算
なし

11 総
緊急通報装置設
置事業

ひとり暮らし高齢者等
で、疾病等により日常生
活に注意を要する方を対
象に緊急通報装置を貸与
する。

左記条
件該当

者

定
例
定
型

15,609

実績値は目標値に達
していないが、市民
ニーズはあり、今後
も成果が見込める。

Ａ 設置台数
年４００
台

16,288 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

11
緊急通報装置設
置事業

緊急通報装置の設置 設置台数
年３９６
台

年３５７
台

15,609 緊急通報装置の設置 設置台数
年３７０
台

16,288 可
必
要

済
不
可

無 有り

26
以
降

利用申請後の訪問調
査を地域包括支援セ
ンターが担う（但
し、包括の人件費増
が見込まれる）

維持

12 総
給食サービス事
業

炊事をすることが困難な
高齢者等に対して、安否
確認を兼ね、週５食を限
度として配食を実施す
る。

左記条
件該当

者

政
策

18,902

サービス量の減少を
受け、事業全体の見
直しを行い、平成
23年度から実施す
ることとした。

Ｃ 配食数
年
20,000
食

10,988 未 高 中 高
現状維

持
有り 維持

12
給食サービス事
業

安否確認を兼ねた昼
食の配食

配食数
年
25,000
食

年
15,081
食

18,902
安否確認を兼ねた昼
食または夕食の配食

配食数
年
20,000
食

10,988 可
必
要

済
不
可

無 有り

26
以
降

利用申請後の訪問調
査を地域包括支援セ
ンターが担う（但
し、包括の人件費増
が見込まれる）

維持

13 総
寝具類等洗濯乾
燥消毒サービス
事業

寝たきり老人及び認知症
高齢者で失禁のある方に
対して、寝具類の乾燥を
年８回、丸洗いを年４回
実施する。

左記条
件該当

者

政
策

433

実績値は目標値に達
していないが、適切
に事務を行ってい
る。

Ｃ 年間利用件数
年１８０
件

578 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

13
寝具類等洗濯乾
燥消毒サービス
事業

寝具の丸洗い及び乾
燥

件数
年１８０
件

年１３３
件

433
寝具の丸洗い及び乾
燥

件数
年１６８
件

578 可
必
要

済
不
可

無 有り

26
以
降

利用申請後の訪問調
査を地域包括支援セ
ンターが担う（但
し、包括の人件費増
が見込まれる）

維持

14 総
高齢者等居住支
援事業

市内の民間住宅に住んで
いて、立ち退き要求を受
けた高齢者に対して、新
たに住む賃貸住宅との差
額を助成する。

非課税
世帯の
高齢者

政
策

498

実績値は目標値に達
していないが、適切
に事務を行ってい
る。

Ｃ 制度利用人数 3人 1,247 未 高 高 中
現状維

持
なし 維持
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活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

14
高齢者等居住支
援事業

居住支援 助成金額
1,017千
円

498千円 498 居住支援 利用人数 3人 1,247
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

15 総
介護予防・健康
づくり事業

民間のスポーツクラブを
利用して、筋力トレーニ
ング、健康運動、水中
ウォーキングを実施し、
運動習慣を定着させる。

６０～
80歳
までの

者

定
例
定
型

4,692
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 開催場所 年５か所 5,401 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

15
介護予防・健康
づくり事業

教室の開催 教室数 年５か所 年５か所 4,692 教室の開催 教室数 年10回 5,401 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

16 総 脳の健康教室

簡単な読み、書き、計算
で脳のトレーニングを実
施。週１回教室への参加
と毎日１５分程度の自宅
学習をする。

概ね７
５歳以
上の者

定
例
定
型

1,015
目標とした活動指標
を概ね達成し、成果
が出ている。

Ａ 開催回数 年２回 1,105 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

16 脳の健康教室 教室の開催 開催回数 年２回 年2回 1,015 教室の開催 開催回数 年２回 1,105 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

17 総
災害時要援護者
支援事業

ひとり暮らしの高齢者等
に対して、災害時などに
地域の中で支援を受けら
れるようにする。

概ね６
５歳以
上の者

定
例
定
型

2,779

事務は適切に行った
が、3.11の震災を
受け、制度そのもの
の見直しの検討も必
要。

Ａ 新規登録者数 １００人 3,408

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

17
災害時要援護者
支援事業

災害時要援護者制度
の推進

要援護者の新
規登録人数

年１００
人

年１０１
人

2,549
災害時要援護者制度
の推進

要援護者の新
規登録人数

年１００
人

3,058

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

17
災害時要援護者
支援事業

講演会・研修会の開
催

開催回数 年２回 年２回 40
講演会・研修会の開
催

開催回数 年２回 100

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

17
災害時要援護者
支援事業

交流会の開催 開催地区 ６地区 ６地区 190 交流会の開催 開催地区 ８地区 250

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

18 総
老人保護措置事
業

経済的に困窮し、住宅等
環境状況が悪く、在宅で
の生活が困難な者を養護
老人ホームに入所措置
し、支援する。

概ね６
５歳以
上の者

定
例
定
型

77,230

高齢化の進行や障害
者の地域生活移行、
経済状況の悪化等に
より今後ますます相
談が増えることが予
想される。

Ａ 相談件数 年１５件 77,554 未 高 高 高
現状維

持
なし

増や
す

18
老人保護措置事
業

養護老人ホームへの
入所に対する相談、
手続き事務

措置件数（新
規）

年１０件 年８件
養護老人ホームへの
入所に対する相談、
手続き事務

措置件数（新
規）

年１５件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18
老人保護措置事
業

入所判定委員会の開
催

開催回数 年２回 年１回 30
入所判定委員会の開
催

開催回数 年２回 62
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
増や
す

18
老人保護措置事
業

高齢者虐待防止ネッ
トワーク構築のため
協議会を開催

開催回数 年１回 年０回
高齢者虐待防止ネッ
トワーク構築のため
協議会を開催

開催回数 年１回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り

26
以
降

実務担当者レベルで
の会議とし、多くの
事例検討を重ねるこ
とで高齢者虐待防止
のシステム化を図
る。

予算
なし

18
老人保護措置事
業

養護老人ホーム入所
者の措置費を決定
し、自己負担金を徴
収する

被措置者数 ４６８人 ４５８人 77,200

養護老人ホーム入所
者の措置費を決定
し、自己負担金を徴
収する

被措置者数 ４５６人 77,492
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
増や
す

18
老人保護措置事
業

養護老人ホーム入所
者の生活状況を把握
し、処遇方針を決定
する

訪問調査実施
施設

５箇所 ３箇所

養護老人ホーム入所
者の生活状況を把握
し、処遇方針を決定
する

訪問調査実施
施設

５箇所
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18
老人保護措置事
業

高齢者の福祉の相談
に応じ、助言等を行
う（ケースワーク業
務）

ケース検討回
数（地域包括
支援センター
社会福祉士部
会）

年１２回 年１２回
高齢者の福祉の相談
に応じ、助言等を行
う

ケース検討回
数（地域包括
支援センター
社会福祉士部
会）

年１２回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り

26
以
降

基幹型地域包括支援
センター及び１２地
区センター設置時に
業務を整理する。

予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

19 総
生活管理指導短
期宿泊事業

身体的には自立している
が生活環境や社会的な理
由により在宅生活が困難
な高齢者を短期間養護老
人ホームに入所させ生活
習慣の改善を図る。

概ね６
５歳以
上の者

政
策

1,809

認知症、精神疾患等
がありながら在宅生
活を送る高齢者は増
加しており、今後も
ニーズの増加が予想
される。

Ａ 入所日数
年６００
日

1,749 未 高 高 高
現状維

持
なし

増や
す

19
生活管理指導短
期宿泊事業

養護老人ホームへの
一時入所

入所日数
年６００
日

年５６５
日

1,809
養護老人ホームへの
一時入所

入所日数
年６００
日

1,749
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
増や
す

20 総
高齢者福祉団体
負担金・補助金
事業

茅ヶ崎市、藤沢市、寒川
町が湘風園を建設し、協
定を結び施設運営費等の
経費を負担し、老人福祉
の向上を図る。

養護老
人ホー
ム湘風

園

定
例
定
型

10,863
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 交付時期 ５月 16,687 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

20
高齢者福祉団体
負担金・補助金
事業

養護老人ホーム湘風
園への助成

助成金交付時
期

平成２２
年５月、
１０月

平成２２
年５月、
１０月

10,863
養護老人ホーム湘風
園への助成

助成金交付時
期

平成２３
年５月、
１０月

16,687
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

21 総

在日外国人高齢
者・障害者等福
祉給付金支給事
業

外国籍の高齢者等で、国
民年金を受けるための要
件を制度上満たすことが
できない方に、福祉給付
金を支給する。

制度的
に無年
金の外
国籍高
齢者等

960

実績値は目標値に達
していないが、適切
に事務を行ってい
る。

Ｃ 交付人数 年間６人 1,440 未 中 高 高
現状維

持
なし 維持

21

在日外国人高齢
者・障害者等福
祉給付金支給事
業

外国籍を有する高齢
者及び障害者に福祉
給付金を交付

交付人数 年間６人 年間４人 960
外国籍を有する高齢
者及び障害者に福祉
給付金を交付

交付人数 年間５人 1,440
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

22 総
家族介護支援事
業

介護者の疾病等により、
在宅介護を受けられなく
なった寝たきり老人や認
知症高齢者を特別養護老
人ホームに短期入所させ
て支援する。

左記条
件該当

者

政
策

1,009

介護者の疾病等やむ
を得ない理由のみな
らず、虐待等が絡む
相談も増えており、
今後もニーズの増加
が予想される。

Ａ 年間利用件数 ５８日 1,001 未 高 高 高
現状維

持
なし

増や
す

22
家族介護支援事
業

特別養護老人ホーム
への一時入所

入所日数
年１１６
日

年１２５
日

1,009
特別養護老人ホーム
への一時入所

入所日数
年１１６
日

1,001
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
増や
す

23 総
特別養護老人
ホームの整備に
関する事務

老人福祉施設の整備に要
する費用の一部を助成す
ることにより、老人福祉
の向上に寄与する。

社会福
祉法人

定
例
定
型

特別養護老人
ホーム等建設
助成

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 公募選定委員
会開催

１回 71,500

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

23
特別養護老人
ホームの整備に
関する事務

公募選定委員会 開催回数 年１回 年１回 建設費補助 交付時期 24年5月 71,500

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

24 総
高齢者福祉計
画・介護保険事
業計画策定事業

国の法律に基づき、地域
のすべての高齢者を対象
にして、生きがいや健康
づくり対策等に関する計
画を策定する。

在宅の
一般高
齢者

定
例
定
型

高齢者福祉計
画の策定

7,557
計画策定の基礎資料
となるアンケートの
報告書が完成した。

Ａ

高齢者保健福
祉計画・介護
保険事業計画
推進委員会開
催回数

８回 7,710

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

24
高齢者福祉計
画・介護保険事
業計画策定事業

計画策定の資料とす
るためアンケートを
実施

実施時期 １０月 １２月 6,930 第５期計画を策定 策定時期
Ｈ２４．
３月末

6,498

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

24
高齢者福祉計
画・介護保険事
業計画策定事業

高齢者福祉計画・介
護保険事業計画推進
委員会運営事務

審議会開催回
数

６回 ５回 627
高齢者福祉計画・介
護保険事業計画推進
委員会運営事務

審議会開催回
数

８回 1,212

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

24
高齢者福祉計
画・介護保険事
業計画策定事業

庁内連絡会運営事務
連絡会開催回
数

２回 ２回
庁内連絡会議運営事
務

連絡会開催回
数

４回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25 総
老人憩いの家管
理事業

高齢者の自主的な活動の
場を提供するとともに、
老人の教養の向上及び心
身の健康増進を図る。

60歳
以上の
高齢者

等

定
例
定
型

開館日数
年３０６
日

75,211 未 高 高 高
現状維

持
なし

減ら
す

25
老人憩いの家管
理事業

(事業N026から統
合）

皆楽荘管理 開館日数
年３０７
日

8,659 済
必
要

済 済 無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

25
老人憩いの家管
理事業

(事業N026から統
合）

予防保全工事 工事完了時期 24年3月 6,850
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
減ら
す

25
老人憩いの家管
理事業

(事業N027から統
合）

老人福祉センター管
理

開館日数
年３４６
日

32,226 済
必
要

済 済 無 なし 維持

25
老人憩いの家管
理事業

(事業N028から統
合）

浜須賀会館管理 開館日数
年３０７
日

5,557 済
必
要

済 済 無 なし 維持

25
老人憩いの家管
理事業

(事業N033から統
合）

萩園いこいの里管理 開館日数
年３０７
日

12,102 済
必
要

済 済 無 なし 維持

25
老人憩いの家管
理事業

(事業N034から統
合）

しおさい南湖管理経
費

開館日数
年３０７
日

9,817 済
必
要

済 済 無 なし 維持

25
老人憩いの家管
理事業

(事業
N026,27,28,33,3
4から統合）

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25
老人憩いの家管
理事業

(事業
N026,27,28,33,3
5から統合）

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25
老人憩いの家管
理事業

(事業
N026,27,28,33,3
6から統合）

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25
老人憩いの家管
理事業

(事業
N026,27,28,33,3
7から統合）

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

601 総 皆楽荘管理事業

高齢者の自主的な活動の
場を提供するとともに、
老人の教養の向上及び心
身の健康増進を図る。

60歳
以上の
高齢者

等

定
例
定
型

11,925

利用者アンケート調
査はないが、適切に
事務を行っており、
成果が出ている。

Ａ

601 皆楽荘管理事業 皆楽荘管理 開館日数
年３０６
日

年３０６
日

11,925 (事業№25へ統合)

601 皆楽荘管理事業
指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

(事業№25へ統合)

601 皆楽荘管理事業
指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回 (事業№25へ統合)

601 皆楽荘管理事業
指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年０回 (事業№25へ統合)

601 皆楽荘管理事業
指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

１施設×
年4回

(事業№25へ統合)

602 総
老人福祉セン
ター管理事業

高齢者の自主的な活動の
場を提供するとともに、
老人の教養の向上及び心
身の健康増進を図る。

60歳
以上の
高齢者

等

定
例
定
型

31,764

利用者アンケート調
査はないが、適切に
事務を行っており、
成果が出ている。

Ａ

602
老人福祉セン
ター管理事業

老人福祉センター管
理

開館日数
年３４５
日

年３４５
日

31,764 (事業№25へ統合)
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

602
老人福祉セン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

(事業№25へ統合)

602
老人福祉セン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回 (事業№25へ統合)

602
老人福祉セン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年０回 (事業№25へ統合)

602
老人福祉セン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

１施設×
年4回

(事業№25へ統合)

603 総
浜須賀会館管理
事業

高齢者の自主的な活動の
場を提供するとともに、
老人の教養の向上及び心
身の健康増進を図る。

60歳
以上の
高齢者

等

定
例
定
型

5,411

利用者アンケート調
査はないが、適切に
事務を行っており、
成果が出ている。

Ａ

603
浜須賀会館管理
事業

浜須賀会館管理 開館日数
年３０６
日

年３０６
日

5,411 (事業№25へ統合)

603
浜須賀会館管理
事業

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

(事業№25へ統合)

603
浜須賀会館管理
事業

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回 (事業№25へ統合)

603
浜須賀会館管理
事業

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年０回 (事業№25へ統合)

603
浜須賀会館管理
事業

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

１施設×
年4回

(事業№25へ統合)

26 総
ケアセンター管
理事業

介護を必要とする在宅の
高齢者及びその家族の福
祉の増進を図る。

要介護
高齢者
及びそ
の家族

定
例
定
型

開館日数
年３０６
日

2,407 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

26
ケアセンター管
理事業

（事業NO30から統
合）

松林ケアセンター管
理

開館日数
年３３６
日

1,757 済
必
要

済 済 無 なし 維持

26
ケアセンター管
理事業

（事業NO31から統
合）

元町ケアセンター管
理

開館日数
年３３６
日

250 済
必
要

済 済 無 なし 維持

26
ケアセンター管
理事業

（事業NO32から統
合）

萩園ケアセンター管
理

開館日数
年３３６
日

400 済
必
要

済 済 無 なし 維持

26
ケアセンター管
理事業

（事業NO30～32
から統合）

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26
ケアセンター管
理事業

（事業NO30～33
から統合）

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26
ケアセンター管
理事業

（事業NO30～34
から統合）

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

26
ケアセンター管
理事業

（事業NO30～35
から統合）

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

604 総
松林ケアセン
ター管理事業

介護を必要とする在宅の
高齢者及びその家族の福
祉の増進を図る。

要介護
高齢者
及びそ
の家族

定
例
定
型

1,429

利用者アンケート調
査はないが、適切に
事務を行っており、
成果が出ている。

Ａ

604
松林ケアセン
ター管理事業

松林ケアセンター管
理

開館日数
年３３５
日

年３３５
日

1,429 (事業№29へ統合)

604
松林ケアセン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

(事業№29へ統合)

604
松林ケアセン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回 (事業№29へ統合)

604
松林ケアセン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年０回 (事業№29へ統合)

604
松林ケアセン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

１施設×
年4回

(事業№29へ統合)

605 総
元町ケアセン
ター管理事業

介護を必要とする在宅の
高齢者及びその家族の福
祉の増進を図る。

要介護
高齢者
及びそ
の家族

定
例
定
型

167

利用者アンケート調
査はないが、適切に
事務を行っており、
成果が出ている。

Ａ

605
元町ケアセン
ター管理事業

元町ケアセンター管
理

開館日数
年３３５
日

年３３５
日

167 (事業№29へ統合)

605
元町ケアセン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

(事業№29へ統合)

605
元町ケアセン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回 (事業№29へ統合)

605
元町ケアセン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年０回 (事業№29へ統合)

605
元町ケアセン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

１施設×
年4回

(事業№29へ統合)

606 総
萩園ケアセン
ター管理事業

介護を必要とする在宅の
高齢者及びその家族の福
祉の増進を図る。

要介護
高齢者
及びそ
の家族

定
例
定
型

259

利用者アンケート調
査はないが、適切に
事務を行っており、
成果が出ている。

Ａ

606
萩園ケアセン
ター管理事業

萩園ケアセンター管
理

開館日数
年３３５
日

年３３５
日

259 (事業№29へ統合)

606
萩園ケアセン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

(事業№29へ統合)

606
萩園ケアセン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回 (事業№29へ統合)
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

606
萩園ケアセン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年０回 (事業№29へ統合)

606
萩園ケアセン
ター管理事業

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

年２回 年２回 (事業№29へ統合)

607 総
萩園いこいの里
管理事業

高齢者の自主的な活動の
場を提供するとともに、
老人の教養の向上及び心
身の健康増進を図る。

60歳
以上の
高齢者

等

定
例
定
型

12,027

利用者アンケート調
査はないが、適切に
事務を行っており、
成果が出ている。

Ａ

607
萩園いこいの里
管理事業

萩園いこいの里管理 開館日数
年３０６
日

年３０６
日

12,027 (事業№25へ統合)

607
萩園いこいの里
管理事業

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

(事業№25へ統合)

607
萩園いこいの里
管理事業

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回 (事業№25へ統合)

607
萩園いこいの里
管理事業

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年０回 (事業№25へ統合)

607
萩園いこいの里
管理事業

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

１施設×
年4回

(事業№25へ統合)

608 総
しおさい南湖管
理事業

高齢者の自主的な活動の
場を提供するとともに、
老人の教養の向上及び心
身の健康増進を図る。

60歳
以上の
高齢者

等

定
例
定
型

9,813

利用者アンケート調
査はないが、適切に
事務を行っており、
成果が出ている。

Ａ

608
しおさい南湖管
理事業

しおさい南湖管理経
費

開館日数
年３０６
日

年３０６
日

9,813 (事業№25へ統合)

608
しおさい南湖管
理事業

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

(事業№25へ統合)

608
しおさい南湖管
理事業

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回 (事業№25へ統合)
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

608
しおさい南湖管
理事業

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年０回 (事業№25へ統合)

608
しおさい南湖管
理事業

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

１施設×
年4回

(事業№25へ統合)

27 総
介護保険事業費
に係る市の負担
に関する事務

介護保険法の規定によ
り、市は、介護保険事業
を行うとともに、各費用
に対する負担割合に応じ
た額を負担する。

被保険
者

定
例
定
型

1,751,052
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
適切に執行で
きなかった件
数

年０件 1,946,350 未 高 高 高
現状維

持
なし

増や
す

27
介護保険事業費
に係る市の負担
に関する事務

介護給付費に対する
法定の市負担額の特
別会計への繰出し事
務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 年０件 1,188,685

介護給付費に対する
法定の市負担額の特
別会計への繰出し事
務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 1,330,276
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
増や
す

27
介護保険事業費
に係る市の負担
に関する事務

事務に要する経費の
うち、職員給与費等
に対する特別会計へ
の繰出し事務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 年０件 238,765

事務に要する経費の
うち、職員給与費等
に対する特別会計へ
の繰出し事務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 254,511
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

27
介護保険事業費
に係る市の負担
に関する事務

事務に要する経費の
特別会計への繰出し
事務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 年０件 278,360
事務に要する経費の
特別会計への繰出し
事務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 310,168
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

27
介護保険事業費
に係る市の負担
に関する事務

地域支援事業費負担
分の特別会計への繰
出（介護予防事業）

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 年０件 9,412
地域支援事業費負担
分の特別会計への繰
出（介護予防事業）

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 13,601
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

27
介護保険事業費
に係る市の負担
に関する事務

地域支援事業費負担
分の特別会計への繰
出（包括的事業・任
意事業）

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 年０件 35,830

地域支援事業費負担
分の特別会計への繰
出（包括的事業・任
意事業）

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 37,794
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
増や
す

28 総
介護保険低所得
利用者対策事業

国の低所得者対策とし
て、利用者負担1割に対
して一定率を軽減するこ
とにより、経済的負担の
軽減を図る。

国の要
綱に該
当する
低所得

者

定
例
定
型

0

本事業の対象者が減
少していることか
ら、目標値に達する
ことが出来なかっ
た。

Ｅ 認定回数及び
支給回数

認定／年
１回
支払／月
１回

404 未 低 低 高
現状維

持
なし 維持

28
介護保険低所得
利用者対策事業

障害者ホームヘルプ
サービス利用者に対
する支援措置【法別
番号57・58】に関
する申請者の認定及
び請求者に対する審
査、支給事務

認定回数及び
支給回数

認定／年
１回
支払／月
１回

０回 0

障害者ホームヘルプ
サービス利用者に対
する支援措置【法別
番号57・58】に関
する申請者の認定及
び請求者に対する審
査、支給事務

認定回数及び
支給回数

認定／年
１回
支払／月
１回

104
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

28
介護保険低所得
利用者対策事業

社会福祉法人等によ
る利用者負担額軽減
の助成に対する申請
者の認定及び請求者
に対する審査、支給
事務

認定回数及び
支払回数

認定／年
１回
支払／年
１回

０回 0

社会福祉法人等によ
る利用者負担額軽減
の助成に対する申請
者の認定及び請求者
に対する審査、支給
事務

認定回数及び
支払回数

認定／年
１回
支払／年
１回

300
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

29 総
介護保険事務処
理システム改修
事業

制度改正等のシステム変
更について随時対応す
る。

被保険
者

定
例
定
型

8,566
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 改修期限 年度末 9,448 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

29
介護保険事務処
理システム改修
事業

定期オーバーライト
及び同適用作業の対
応事務

改修・修正期
限

平成２３
年３月

平成２３
年３月

8,566
定期オーバーライト
及び同適用作業の対
応事務

改修期限 年度末 9,448
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

30 総 賦課徴収事務
介護保険料の公平・公正
な賦課し、介護保険事業
の財政の安定化を図る。

１号被
保険者

定
例
定
型

16,672
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 賦課人数
年
53,807
人

20,295

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

30 賦課徴収事務 介護保険料の賦課 賦課人数
年
49,000
人

年
52,329
人

15,291 介護保険料の賦課 賦課人数
年
53,000
人

14,003

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

30 賦課徴収事務
保険料未納者に対し
戸別訪問徴収等をす
る

訪問回数 年７回 年５回 777
保険料未納者に対し
戸別訪問徴収等をす
る

訪問回数 年６回 3,653

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

30 賦課徴収事務
被保険者の資格の取
得及び喪失にかかる
処理をする

処理人数

年取得
4,000人
喪失
1,900人

年取得
2,925人
喪失
1,965人

265
被保険者の資格の取
得及び喪失にかかる
処理をする

処理人数

年取得
4,000人
喪失
2,000人

812

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

30 賦課徴収事務
滞納者に対し給付の
差し止め等をする

給付制限件数 年０件 年０件
滞納者に対し給付の
差し止め等をする

給付制限件数 年０件

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30 賦課徴収事務
納付された誤過納保
険料について還付を
する

還付件数
年2,700
件

年3,201
件

339
納付された誤過納保
険料について還付を
する

還付件数
年2,700
件

1,827

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

30 賦課徴収事務
特別の理由がある者
に対し保険料の減免
をする

減免件数 年70件 年49件
特別の理由がある者
に対し保険料の減免
をする

減免件数 年70件

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30 賦課徴収事務
被保険者によって納
付された保険料の消
込処理をする

収納件数
年
300,00
0件

年
325,40
3件

被保険者によって納
付された保険料の消
込処理をする

収納件数
年
300,00
0件

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31 総
介護認定審査会
事務

介護給付を受けるには、
審査会において認定され
ることが必要であり、国
の基準に基づいた審査を
行う。

要介護
認定申
請者

定
例
定
型

27,003

審査請求が１件提出
されたものの、事務
事業は効率的に執行
した。

Ｂ 年間開催回数 年272回 40,278 未 高 中 高
現状維

持
なし 維持

31
介護認定審査会
事務

審査請求事務
審査請求の件
数

年0回 年1回 審査請求事務
審査請求の件
数

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31
介護認定審査会
事務

審査会運営事務 開催回数 年214回 年211回 27,003 審査会運営事務
審査会の開催
回数

年272回 40,278
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 23

23年度から開催回
数を大幅に増やした
認定審査会を効率的
に運営していく。

維持

32 総 認定調査事務

認定審査会において、審
査判定を公平公正に行う
ための資料として、認定
調査及び主冶医意見書を
収集する。

要介護
認定申
請者

定
例
定
型

51,313

適切に事務を執行し
ており、認定調査の
民間委託を進めるこ
とで、より効率的な
事務執行に努めた。

Ａ
認定申請の受
付とそれに伴
う認定調査

年
10,878
件

63,291 未 高 高 高
現状維

持
有り

増や
す

32 認定調査事務 認定申請受付事務 受付件数
年8,500
件

年9,362
件

認定申請受付事務 受付件数
年
10,878
件

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32 認定調査事務
認定有効期間管理事
務

通知の発送回
数

年１２回 年１２回 10,851
認定有効期間管理事
務

通知の発送回
数

年１２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32 認定調査事務 認定調査委託事務 認定調査件数
年2,476
件

年2,503
件

認定調査委託事務 認定調査件数
年3,000
件

15,342 可
必
要

済
不
可

無 有り 23

認定調査は、民間委
託の件数を増やし、
申請件数の増加に対
応する。

増や
す

32 認定調査事務 認定調査直営事務 認定調査件数
年6,024
件

年6,859
件

認定調査直営事務 認定調査件数
年7,878
件

更
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 23
認定調査は、非常勤
嘱託職員による対応
が可能。

予算
なし

32 認定調査事務 意見書作成事務
意見書作成事
務

年8,500
件

年9,362
件

40,462 意見書作成事務
意見書作成事
務

年
10,878
件

47,949
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
増や
す

33 総
要介護者に係る
保険給付事務

介護保険法に基づく要介
護者への介護給付

要介護
認定者

等

定
例
定
型

8,497,985
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 申請の受理及
び支払回数

１２回
（年間）

9,551,687 未 高 高 高
現状維

持
なし

増や
す

33
要介護者に係る
保険給付事務

（現物給付事務）国
保連合会の審査、請
求に基づく給付費等
の支払事務

支払回数
１２回
（年間）

１２回
（年間）

8,119,136

（現物給付事務）国
保連合会の審査、請
求に基づく給付費等
の支払事務

支払回数
１２回
（年間）

9,136,974
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
増や
す
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

33
要介護者に係る
保険給付事務

（一般償還事務）ケ
アプランのないサー
ビス利用に対する申
請の受理、支払事務

申請の受理及
び支払回数

１２回
（年間）

１２回
（年間）

210

（一般償還事務）ケ
アプランのないサー
ビス利用に対する申
請の受理、支払事務

申請の受理及
び支払回数

１２回
（年間）

237
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
増や
す

33
要介護者に係る
保険給付事務

（福祉用具購入費及
び住宅改修費支給事
務）申請の受理、内
容の審査及び支給

申請の受理及
び支払回数

１２回
（年間）

１２回
（年間）

47,153

（福祉用具購入費及
び住宅改修費支給事
務）申請の受理、内
容の審査及び支給

申請の受理及
び支払回数

１２回
（年間）

53,064
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
増や
す

33
要介護者に係る
保険給付事務

（居宅サービス計画
に関すること）居宅
サービス計画やケア
マネジメントについ
ての説明・助言・指
導事務

相談件数
１００件
（年間）

１２０件
（年間）

（居宅サービス計画
に関すること）居宅
サービス計画やケア
マネジメントについ
ての説明・助言・指
導事務

相談件数
１００件
（年間）

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33
要介護者に係る
保険給付事務

介護サービス利用者
及び家族の要望によ
る電話・窓口・訪問
による相談業務

相談件数
３００件
（年間）

２４０件
（年間）

介護サービス利用者
及び家族の要望によ
る電話・窓口・訪問
による相談業務

相談件数
３００件
（年間）

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33
要介護者に係る
保険給付事務

（介護給付費適正化
事務）国保連合会か
ら提供される給付実
績の点検及び居宅
サービス計画の点検
事務

点検回数
２０回
（年間）

１８回
（年間）

（介護給付費適正化
事務）国保連合会か
ら提供される給付実
績の点検及び居宅
サービス計画の点検
事務

点検回数
２０回
（年間）

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33
要介護者に係る
保険給付事務

第三者行為の被害者
（被保険者）より被
害届等の受理及び国
保連合会へ求償事務
委託

国保連への委
託件数

３件 ０件

第三者行為の被害者
（被保険者）より被
害届等の受理及び国
保連合会へ求償事務
委託

国保連への委
託件数

３件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33
要介護者に係る
保険給付事務

（食費・居住費等の
減額事務）
申請の受付、審査及
び減額認定事務

適切に受付及
び減額できな
かった件数

年０件 年０件 280,484

（食費・居住費等の
減額事務）
申請の受付、審査及
び減額認定事務

適切に受付及
び減額できな
かった件数

年０件 315,646
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

33
要介護者に係る
保険給付事務

（旧措置入所者に係
る特例事務）
利用者負担等の減額
認定事務

適切に受付及
び減額できな
かった件数

年０件 年０件 51,002

（旧措置入所者に係
る特例事務）
利用者負担等の減額
認定事務

適切に受付及
び減額できな
かった件数

年０件 45,766
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

33
要介護者に係る
保険給付事務

事業者の調査事務 調査回数 年２回 年２回 事業者の調査事務 調査回数 年２回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33
要介護者に係る
保険給付事務

罹災者等に対する利
用者負担割合の軽
減・免除

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件 年０件 0
罹災者等に対する利
用者負担割合の軽
減・免除

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件 0
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

34 総
要支援者に係る
保険給付事務

介護保険法に基づく要支
援者への予防給付

要支援
認定者

等

定
例
定
型

831,439
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 申請の受理及
び支払回数

１２回
（年間）

876,196 未 高 高 高
現状維

持
なし

増や
す

34
要支援者に係る
保険給付事務

（現物給付事務）
国保連合会の審査、
請求に基づく給付費
等の支払事務

支払回数 年１２回 年１２回 802,955

（現物給付事務）
国保連合会の審査、
請求に基づく給付費
等の支払事務

支払回数 年１２回 846,179
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
増や
す

34
要支援者に係る
保険給付事務

（一般償還事務）
ケアプランのない
サービス利用に対す
る申請の受理、支払
事務

申請の受理及
び支払回数

年１２回 年１２回 40

（一般償還事務）
ケアプランのない
サービス利用に対す
る申請の受理、支払
事務

申請の受理及
び支払回数

年１２回 42
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
増や
す

34
要支援者に係る
保険給付事務

（福祉用具購入費及
び住宅改修費支給事
務）
申請の受理、内容の
審査及び支給

申請の受理及
び支払回数

年１２回 年１２回 27,592

（福祉用具購入費及
び住宅改修費支給事
務）
申請の受理、内容の
審査及び支給

申請の受理及
び支払回数

年１２回 29,077
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
増や
す

34
要支援者に係る
保険給付事務

（介護予防サービス
計画に関すること）
介護予防サービス計
画やケアマネジメン
トについての説明・
助言・指導事務

相談件数
年１００
件

年９０件

（介護予防サービス
計画に関すること）
介護予防サービス計
画やケアマネジメン
トについての説明・
助言・指導事務

相談件数
年１００
件

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34
要支援者に係る
保険給付事務

介護サービス利用者
及び家族の要望によ
る電話・窓口・訪問
による相談業務

相談件数
年３００
件

年１８０
件

介護サービス利用者
及び家族の要望によ
る電話・窓口・訪問
による相談業務

相談件数
年３００
件

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

34
要支援者に係る
保険給付事務

（介護給付適正化事
務）
国保連合会から提供
される給付実績の点
検及び居宅サービス
計画の点検事務

点検回数 年２０回 年１２回

（介護給付適正化事
務）
国保連合会から提供
される給付実績の点
検及び居宅サービス
計画の点検事務

点検回数 年２０回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34
要支援者に係る
保険給付事務

第三者行為の被害者
（被保険者）より被
害届等の受理及び国
保連合会へ求償事務
委託

国保連への委
託件数

年３件 年０件

第三者行為の被害者
（被保険者）より被
害届等の受理及び国
保連合会へ求償事務
委託

国保連への委
託件数

年３件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34
要支援者に係る
保険給付事務

（食費・居住費等の
減額事務）
申請の受付、審査及
び減額認定事務

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件 年０件 852

（食費・居住費等の
減額事務）
申請の受付、審査及
び減額認定事務

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件 898
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

34
要支援者に係る
保険給付事務

（旧措置入所者に係
る特例事務）
利用者負担等の減額
認定事務

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件 年０件 0

（旧措置入所者に係
る特例事務）
利用者負担等の減額
認定事務

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件 0
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

34
要支援者に係る
保険給付事務

事業者の調査事務 調査回数 年２回 年２回 事業者の調査事務 調査回数 年２回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34
要支援者に係る
保険給付事務

罹災者等に対する利
用者負担割合の軽
減・免除

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件 年０件 0
罹災者等に対する利
用者負担割合の軽
減・免除

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件 0
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

35 総
高額介護サービ
ス費の支給事務

介護保険法に基づき、利
用者負担額が一定の上限
額を超えた場合、申請に
より超えた分を支給

要介護
(要支
援)認
定者

定
例
定
型

170,271
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 支給回数
１２回
（年間）

201,619 未 高 高 高
現状維

持
なし

増や
す

35
高額介護サービ
ス費の支給事務

法に基づく高額介護
サービス費等の申請
受付及び審査、支給

支給回数 年１２回 年１２回 170,271
法に基づく高額介護
サービス費等の申請
受付及び審査、支給

支給回数 年１２回 201,619
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
増や
す

36 総
国保連の審査に
対する支払手数
料に関する事務

介護保険法に基づく介護
報酬の請求審査等

神奈川
県国民
健康保
険団体
連合会

定
例
定
型

11,003
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
共同処理受給
者台帳情報の
修正回数

１２回
（年間）

12,632 未 高 高 高
現状維

持
なし

増や
す

36
国保連の審査に
対する支払手数
料に関する事務

国保連との介護保険
審査支払システム上
必要となる各種デー
タの授受

各種データの
授受回数

５回/月 ５回/月 11,003

国保連との介護保険
審査支払システム上
必要となる各種デー
タの授受

各種データの
授受回数

５回/月 12,632
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
増や
す

36
国保連の審査に
対する支払手数
料に関する事務

国保連との介護保険
審査支払システム上
必要となる共同処理
受給者台帳情報の修
正・臨時対応

共同処理受給
者台帳情報の
修正回数

１２回
（年間）

１２回
（年間）

国保連との介護保険
審査支払システム上
必要となる共同処理
受給者台帳情報の修
正・臨時対応

共同処理受給
者台帳情報の
修正回数

１２回
（年間）

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
増や
す

37 総
すこやか支援プ
ログラム事業

要介護状態等となること
の予防又は要介護状態等
の軽減、悪化の防止。

要支
援、要
介護に
なるお
それの
高い高
齢者

（国基
準）

定
例
定
型

地域支援事業 63,323

事務事業の目標の達
成に向けて，活動内
容や方法の改善によ
り成果が見込める。

Ｂ 事業への参加
率

事業参加
対象者の
10％

91,609

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

減ら
す

37
すこやか支援プ
ログラム事業

特定高齢者の把握 把握割合 ５％ 10.25% 49,157
すこやか支援プログ
ラム対象者の把握

受診対象者に
占めるプログ
ラム対象者の
把握割合

10％以
上

62,488

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 有り 24

平成22年8月の要綱
改正をうけて，平成
24年度より選定方
法を変更する。

減ら
す

37
すこやか支援プ
ログラム事業

運動器機能向上事業
の実施

実施回数 年192回 169回 8,284
運動器機能向上事業
の実施

実施回数 年192回 16,724

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

37
すこやか支援プ
ログラム事業

栄養改善事業の実施 実施回数 年24回 年20回 526 栄養改善事業の実施 実施回数 年24回 1,119

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 有り 24
栄養改善事業と口腔
機能向上事業の複合
プログラムの実施

維持

37
すこやか支援プ
ログラム事業

認知症予防事業の実
施

実施回数 年84回 年82回 3,224
認知症予防事業の実
施

実施回数 年72回 6,433

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

37
すこやか支援プ
ログラム事業

口腔機能向上事業の
実施

実施回数 年72回 年71回 2,068
口腔機能向上事業の
実施

実施回数 年72回 4,182

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 有り 24
栄養改善事業と口腔
機能向上事業の複合
プログラムの実施

維持

37
すこやか支援プ
ログラム事業

うつ病、閉じこもり
のおそれのある高齢
者に対し訪問指導の
実施

実施回数 年567回 年144回 4

うつ病、閉じこもり
のおそれのある高齢
者に対し訪問指導の
実施

延べ人数 年189人 507

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

37
すこやか支援プ
ログラム事業

栄養改善のための配
食サービスの実施

実施回数 年90回 年0回 0
栄養改善のための配
食サービスの実施

実施回数 年90回 80

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 有り 24

平成22年8月の要綱
改正をうけて，平成
24年度より選定方
法を変更する。

維持

37
すこやか支援プ
ログラム事業

介護予防特定高齢者
施策の事業評価

評価回数 年1回 年1回 60
すこやか支援プログ
ラムの事業評価

評価回数 年1回 76

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

38 総
はつらつ健康プ
ログラム事業

介護予防に関する知識の
普及及び啓発、地域にお
ける自主的な介護予防の
活動の育成及び支援を実
施すること

６５歳
以上の
高齢者

定
例
定
型

地域支援事業 13,797
事務事業の目的の達
成に向けて、すでに
成果が出ている。

Ａ 転倒予防教室
実施会場

１６か所 18,202

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

38
はつらつ健康プ
ログラム事業

転倒予防教室の実施 実施回数 年180回 年171回 12,901 転倒予防教室の実施 実施回数 年192回 16,080

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

38
はつらつ健康プ
ログラム事業

（健康維持支援事
業）
ケーブルテレビでの
介護予防の情報提供
及び介護予防体操の
普及及び啓発

放映回数 年２回 年2回

（健康維持支援事
業）
ケーブルテレビでの
介護予防の情報提供
及び介護予防体操の
普及及び啓発

放映回数 年２回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

38
はつらつ健康プ
ログラム事業

周知用パンフレット
の作成・配布

作成枚数
年2000
部

年700部 84
周知用パンフレット
の作成・配布

作成枚数 年500部 84

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

38
はつらつ健康プ
ログラム事業

介護予防従事者及び
ボランティア等研修
の実施

実施回数 年２回 年2回 54
介護予防従事者及び
ボランティア等研修
の実施

実施回数 年２回 44

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

38
はつらつ健康プ
ログラム事業

介護予防講演会の実
施

実施回数 年10回 年9回 295
介護予防講演会の実
施

実施回数 年10回 324

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

38
はつらつ健康プ
ログラム事業

地区社協の高齢者福
祉事業の支援

実施回数 年72回 年28回 9
地区社協の高齢者福
祉事業の支援

実施回数 年36回 267

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

38
はつらつ健康プ
ログラム事業

特定高齢者フォロー
教室

実施回数 年20回 年21回 382
すこやか支援プログ
ラム対象者フォロー
教室

実施回数 年18回 1,327

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

38
はつらつ健康プ
ログラム事業

介護予防一般高齢者
施策の事業評価

評価回数 年１回 年1回 72
はつらつ健康プログ
ラムの事業評価

評価回数 年１回 76

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

39 総
介護予防生活機
能評価事業

老人保健法に基づきり実
施されていた住民を対象
とした基本検診は、平成
２０年度よりなくなり、
６５歳以上の介護保険の
第１号被保険者(要介護を
除く）に対して介護保険
法に基づき介護保険者が
介護予防のための生活機
能評価を実施する。

６５歳
以上の
高齢者

定
例
定
型

地域支援事業 154,223
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 年間実施数 年２回 162,501 完 高 高 低 終了 有り
予算
なし

39
介護予防生活機
能評価事業

生活機能評価の実施 実施回数 年２回 年2回 154,223 生活機能評価の実施 実施回数 年２回 162,501 可
必
要

済
不
可

無 有り 24
平成22年8月の要綱
改正をうけて，平成
24年度より廃止。

予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

40 総
地域包括支援セ
ンター運営事務

保健、介護、福祉という
3分野の専門職が連携
し、市町村や地域の医療
機関、介護（介護予防）
サービス事業者、ボラン
ティアなどと協力しなが
ら地域の高齢者のさまざ
まな相談に対応する。

６５歳
以上の
高齢者

政
策

地域支援事業 167,070
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

整備地区数
・委託型
・基幹型（市
直営）

委託型７
か所

170,942

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 有り
増や
す

40
地域包括支援セ
ンター運営事務

地域包括支援セン
ターの設置

設置数 年７ヵ所 年7ヵ所 157,070
地域包括支援セン
ターの設置

設置数 年７ヵ所 160,942

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 有り

26
以
降

１２地区への整備と
基幹型の設置

増や
す

40
地域包括支援セ
ンター運営事務

(仮称）夜間・休日介
護相談業務

設置数 年１箇所 年1箇所 10,000
(仮称）夜間・休日介
護相談業務

設置数 年１箇所 10,000

業
務
計
画

不
可

不
要

済
不
可

無 なし 維持

40
地域包括支援セ
ンター運営事務

介護予防ケアマネジ
メント事業

ケアプラン作
成

年７カ所
8:30～
17:00

年７カ所
8:30～
17:00

介護予防ケアマネジ
メント事業

ケアプラン作
成

年７カ所
8:30～
17:00

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 有り

26
以
降

１２地区への整備と
基幹型の設置

予算
なし

40
地域包括支援セ
ンター運営事務

総合相談支援事業・
権利擁護事業

相談業務
年７カ所
24時間
対応

年７カ所
24時間
対応

総合相談支援事業・
権利擁護事業

相談業務
年７カ所
24時間
対応

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 有り

26
以
降

１２地区への整備と
基幹型の設置

予算
なし

40
地域包括支援セ
ンター運営事務

包括的・継続的マネ
ジメント事業

支援業務
年７カ所
8:30～
17:00

年７カ所
8:30～
17:00

包括的・継続的マネ
ジメント事業

支援業務
年７カ所
8:30～
17:00

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 有り

26
以
降

１２地区への整備と
基幹型の設置

予算
なし

41 総

（仮称）茅ヶ崎
市営小和田住宅
外複合施設整備
事業（地域包括
支援センターの
移転・併設）

公共施設整備・再編計画
に基づき、「地域包括支
援センター青空」を（仮
称）茅ヶ崎市営小和田住
宅外複合施設へ移転・併
設する。

高齢者
及び家

族

政
策 施設整備

関係機関
協議

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

41

（仮称）茅ヶ崎
市営小和田住宅
外複合施設整備
事業（地域包括
支援センターの
移転・併設）

平成26年度以降の実
施設計や施設整備に
向け、庁内調整及び
関係機関と協議

協議回数 ２回
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

42 総

海岸青少年会
館・福祉会館複
合施設再整備事
業（地域包括支
援センターの移
転・併設）

公共施設整備・再編計画
に基づき、「地域包括支
援センターあい」を海岸
青少年会館・福祉会館複
合施設へ移転・併設す
る。

高齢者
及び家

族

政
策 施設整備

関係機関
協議

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

42

海岸青少年会
館・福祉会館複
合施設再整備事
業（地域包括支
援センターの移
転・併設）

平成26年度以降の実
施設計や施設整備に
向け、庁内調整及び
関係機関と協議

協議回数 ２回
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

43 総
介護保険に係る
任意事業

高齢者が地域において自
立した生活を営むよう法
の趣旨に反しない限り地
域の実情に応じた事業を
実施する

６５歳
以上の
高齢者
及び要
介護高
齢者を
介護す

定
例
定
型

地域支援事業 12,146

事務事業の目的の達
成に向けて、活動内
容や方法の改善によ
り成果が見込める。

Ｂ 実施事業数 ９事業 18,110

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

43
介護保険に係る
任意事業

介護サービス事業者
を対象とした研修会
等の開催(サービス事
業者振興事業)及び専
門講師による福祉用
具・住宅改修研修会
の開催

知識や情報を
習得するため
に研修会等を
開催

年４回 年3回 90

介護サービス事業者
を対象とした研修会
等の開催(サービス事
業者振興事業)及び専
門講師による福祉用
具・住宅改修研修会
の開催

知識や情報を
習得するため
に研修会等を
開催

年４回 120

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

43
介護保険に係る
任意事業

高齢者を介護してい
る家族に対する教室
の開催

実施回数 年８回 年10回 270
高齢者を介護してい
る家族に対する教室
の開催

実施回数 年８回 290
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

43
介護保険に係る
任意事業

認知症サポータ養成
講座の実施

実施回数 年２回 年18回 105
認知症サポータ養成
講座の実施

実施回数 年２回 132

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

43
介護保険に係る
任意事業

徘徊高齢者のための
ネットワーク整備

協議会の開催 年２回 年0回
徘徊高齢者のための
ネットワーク整備

協議会の開催 年２回
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

43
介護保険に係る
任意事業

徘徊高齢者へのＧＰ
Ｓ装置の貸与

貸与台数 年２０台 年１４台 1,792
徘徊高齢者へのＧＰ
Ｓ装置の貸与

貸与台数 年２０台 1,914 可
必
要

済
不
可

無 有り

26
以
降

利用申請後の訪問調
査を地域包括支援セ
ンターが担う（但
し、包括の人件費増
が見込まれる）

維持

43
介護保険に係る
任意事業

該当者の抽出及び慰
労金の支給

支給件数 年3件 年1件 100 慰労金の支給 支給件数 年3件 300
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

43
介護保険に係る
任意事業

紙おむつ等の宅配 支給総数
年４５６
組

年３９７
組

1,733 紙おむつ等の宅配 支給総数
年４５６
組

2,017 可
必
要

済
不
可

無 有り

26
以
降

利用申請後の訪問調
査を地域包括支援セ
ンターが担う（但
し、包括の人件費増
が見込まれる）

維持

43
介護保険に係る
任意事業

成年後見制度の普及
及び啓発活動

成年後見制度
の講演会の実
施

年２回 年０回 0
成年後見制度の普及
及び啓発活動

成年後見制度
の講演会の実
施

年１回 30

業
務
計
画

不
可

必
要

更
可

更
可

無 有り 24

制度の根幹に関わる
部分は行政が責任を
持って実施する必要
があるが、普及啓発
については関係団体
等との共催が可能。

維持

43
介護保険に係る
任意事業

家庭裁判所へ市長に
よる後見（保佐・補
助）申立

申立件数 年１５件 年５件 44
家庭裁判所へ市長に
よる後見（保佐・補
助）申立

申立件数 年１０件 608

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

43
介護保険に係る
任意事業

低所得者親族申立の
経費及び後見人等の
報酬経費助成

報酬必要人数 １２名 ３名 706
低所得者親族申立の
経費及び後見人等の
報酬経費助成

報酬必要人数 １０名 2,880

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

43
介護保険に係る
任意事業

事業№609から統合
成年後見支援セン
ターの設置

設置数 １箇所 2,258

業
務
計
画

不
可

不
要

済 済 有 有り

26
以
降

基幹型地域包括支援
センター及び１２地
区センター設置後、
実施団体との役割分
担を整理する。

維持

43
介護保険に係る
任意事業

成年後見支援ネット
ワーク連絡協議会の
設置・開催

開催回数 年６回 年５回
成年後見支援ネット
ワーク連絡協議会の
設置・開催

開催回数 年６回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25

医療機関等との連携
を視野に更なるネッ
トワークの構築を進
めていく。

予算
なし

43
介護保険に係る
任意事業

住宅改修理由書の作
成業者に対する申請
の受付及び支払

請求のつど審
査支払回数

月1回 月1回 44
住宅改修理由書の作
成業者に対する申請
の受付及び支払

請求のつど審
査支払回数

月1回 100
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

43
介護保険に係る
任意事業

介護サービス相談員
の派遣及び連絡会の
開催

相談件数

年在宅
600件
施設600
件

年在宅
670件
施設735
件

5,219
介護サービス相談員
の派遣及び連絡会の
開催

相談件数

年在宅
600件
施設600
件

5,418
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

43
介護保険に係る
任意事業

市営松林住宅の入居
者に生活援助員を派
遣する

派遣対象世帯
年１５世
帯

年15世
帯

2,043
市営松林住宅の入居
者に生活援助員を派
遣する

派遣対象世帯
年１５世
帯

2,043
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

609 総
成年後見支援セ
ンターの運営

認知症等で判断能力が不
十分な方の支援のための
相談窓口の設置

左記条
件対象
者及び
その家

族

定
例
定
型

成年後見支援
センターの運
営

3,880

認知症高齢者の増加
に伴いニーズは高
まっていることか
ら、実施団体との協
議により委託事業と
して継続することと
した。

Ａ 事業№43へ統合

609
成年後見支援セ
ンターの運営

成年後見支援セン
ターの設置（市民提
案型協働推進事業）

設置数 １箇所 １箇所 3,880 事業№43へ統合

44 総
介護保険運営基
金への積立に関
する事務

介護保険第１号被保険者
介護保険料の余剰金を積
立る

介護保
険第１
号被保
険者

定
例
定
型

30,567
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 基金運用益の
積立割合

１００％ 1,819 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

44
介護保険運営基
金への積立に関
する事務

介護保険第１号被保
険者介護保険料の余
剰金の積立

保険料余剰金
及び利子の積
み立て割合

年１０
０％

年１０
０％

30,567
介護保険第１号被保
険者介護保険料の余
剰金の積立

保険料余剰金
及び利子の積
み立て割合

１ 1,819
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

45 総

被保険者保険料
還付金及び還付
加算金に関する
事務

過年度に納付された過誤
納保険料について正確か
つ迅速に還付充当処理を
行う。

被保険
者

定
例
定
型

3,215
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 保険料還付額
年4,332
千円

3,957 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

45

被保険者保険料
還付金及び還付
加算金に関する
事務

過年度に納付された
過誤納保険料につい
て正確かつ迅速に還
付充当処理を行う

保険料還付額
年4,332
千円

年3,215
千円

3,215

過年度に納付された
過誤納保険料につい
て正確かつ迅速に還
付充当処理を行う

保険料還付額
年3,957
千円

3,957
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

46 総
償還金に関する
事務

前年度の給付費に対する
国庫負担金、社会保険診
療報酬支払基金交付金の
受入れ超過額の返還

国、社
会保険
診療報
酬支払
基金

定
例
定
型

106,582
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
国庫負担金等
の受入れ超過
額の予算措置

第2回定
例会

2 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

46
償還金に関する
事務

国庫負担金等の受入
れ超過分の算出、予
算措置及び返還

返還時期
平成２２
年９月議
会

平成２２
年９月議
会

106,582
国庫負担金等の受入
れ超過分の算出、予
算措置及び返還

返還時期
平成２３
年９月議
会

2
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

47 総
地域密着型サー
ビスに関する事
業

高齢者が住み慣れた地域
で継続して生活できるよ
うにするため地域密着型
サービスが創設され指
定・指導監督が市町村が
行う。

高齢
者・事
業所

定
例
定
型

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 集団指導等の
実施回数

年３回 未 高 高 高
現状維

持
予算
なし

47
地域密着型サー
ビスに関する事
業

事業者の指定事務 指定ヶ所数

認知症対
応型生活
介護1カ
所、地域
密着型特
定施設入
居者生活
介護1カ
所、その
他の地域
密着型
サービス
事業者の
指定

認知症対
応型生活
介護0カ
所、地域
密着型特
定施設入
居者生活
介護0カ
所、その
他の地域
密着型
サービス
事業者の
指定0カ
所

事業者の指定事務 指定ヶ所数

認知症対
応型生活
介護1カ
所、地域
密着型特
定施設入
居者生活
介護1カ
所、その
他の地域
密着型
サービス
事業者の
指定

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

48 総

介護従事者処遇
改善臨時特例基
金への積立に関
する事務

基金の運用益を積立る

介護保
険第１
号被保
険者

定
例
定
型

27
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 基金運用益の
積立割合

１００％ 18 完 高 高 低
休・廃

止
なし

予算
なし

48

介護従事者処遇
改善臨時特例基
金への積立に関
する事務

基金の運用益の積立
基金の運用益
の積立割合

年１０
０％

年１０
０％

27 基金の運用益の積立
基金の運用益
の積立割合

１ 18
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

49 総
老人保護措置費
口座引き落とし
に関する事務

養護老人ホームに入所し
た高齢者の自己負担金の
口座引落に関する手数料
を支払う。

養護老
人ホー
ム入所

者

定
型
定
例

1
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 口座振替件数 年２４件 1 未 中 中 高
現状維

持
なし 維持

49
老人保護措置費
口座引き落とし
に関する事務

老人保護措置費口座
引き落としに関する
事務

口座振替件数 年２４件 年２４件 1
老人保護措置費口座
引き落としに関する
事務

口座振替件数 年２４件 1
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

50 総
成年後見制度利
用支援に関する
事務

成年後見制度の普及啓発
を広く市民に対して行う

全市民
等

定
例
定
型

目標値には達しな
かったが、制度周知
の必要性が高い。

Ｃ
成年後見制度
の講演会の実
施

年１回

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持

50
成年後見制度利
用支援に関する
事務

成年後見制度の普及
及び啓発活動

成年後見制度
の講演会の実
施

年２回 年０回
成年後見制度の普及
及び啓発活動

成年後見制度
の講演会の実
施

年１回

業
務
計
画

不
可

必
要

更
可

更
可

無 有り 24

制度の根幹に関わる
部分は行政が責任を
持って実施する必要
があるが、普及啓発
については関係団体
等との共催が可能。

維持

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を部、課とし
て迅速的確に対処する。

全市民
等
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

2,060,893 2,060,554 活動指標の名称 目標値 2,413,521 2,411,694

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

④
市
民
協
働

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

高齢福祉介護課

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

事務事業の
目的・成果

高齢福祉介護課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

予算内訳（千円）

業務
計画

②
ニ
ー
ズ

③
成
果

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

決算内訳（千円）

22年度
の取組
に対す
る分析

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値

888
災害応急対策活
動

部の災害応急対策活
動マニュアルの検証
及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

４月
１０月

４月
１０月

部の災害応急対策活
動マニュアルの検証
及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

４月
１０月

888
災害応急対策活
動

老人福祉施設の被害
状況調査及び応急対
策
（災害等発生時）

各施設の被害
状況を電話又
は現地調査に
より把握

随時 １７施設

老人福祉施設の被害
状況調査及び応急対
策
（災害等発生時）

各施設の被害
状況を電話又
は現地調査に
より把握

随時

888
災害応急対策活
動

保育園、児童クラブ
の被害状況調査及び
把握
（災害等発生時）

保育班への応
援

１０名 実績なし

888
災害応急対策活
動

災害時の認知症老
人、寝たきり老人及
び独居老人の安否確
認及び保護
（災害等発生時）

民生委員児童
委員の協力に
より要援護者
の安否確認等

随時
２３５３

１７９３

災害時の認知症老
人、寝たきり老人及
び独居老人の安否確
認及び保護
（災害等発生時）

民生委員児童
委員の協力に
より要援護者
の安否確認等

随時

888
災害応急対策活
動

被災老人等の緊急受
入れ施設として老人
福祉施設の運営
（災害等発生時）

緊急に保護が
必要な高齢者
を施設との連
携により措置

随時 実績なし

被災老人等の緊急受
入れ施設として老人
福祉施設の運営
（災害等発生時）

緊急に保護が
必要な高齢者
を施設との連
携により措置

随時

888
災害応急対策活
動

災害時相互応援協定
に基づく協定先との
連絡調整

連絡調整 年１回 年１回
災害時相互応援協定
に基づく協定先との
連絡調整

連絡調整 年１回

888
災害応急対策活
動

災害時相互応援協定
に基づく応援要請
（災害時発生時）

特別養護老人
ホーム9箇
所、ケアセン
ター3箇所、
ケアハウス1
箇所、老人保
健施設5箇所
への応援要請

随時

特別養護
老人ホー
ム9箇
所、ケア
センター
3箇所、
ケアハウ
ス1箇
所、老人
保健施設
5箇所へ
の応援要
請

災害時相互応援協定
に基づく応援要請
（災害時発生時）

特別養護老人
ホーム9箇
所、ケアセン
ター3箇所、
ケアハウス1
箇所、老人保
健施設5箇所
への応援要請

随時

888
高齢者等の安否確認
方法の再検証

安否確認方法
の再検証

平成24
年3月

888 総
庁内共通事務
（一般会計）

定
例
定
型

19,551 19,551 22,231 22,231

888 総 庁内共通事務

定
例
定
型

0 0 1,000 1,000


